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Ⅲ 上場株式等の譲渡所得等に対する課税 

 

 

第１ 上場株式等に係る譲渡所得等の軽減税率の特例の廃止等 

１ 上場株式等に係る譲渡所得等の軽減税率の特例の廃止 

居住者等が平成 15 年 1 月１日から平成 20 年 12 月 31 日までの間に上場株式等(金融商品取引所に

上場されている株式等、店頭売買登録銘柄として登録された株式及び外国金融商品市場において売買

されている株式等並びに株式等証券投資信託でその設定に係る受益権の募集が公募により行われた

ものの受益権及び特定投資法人の投資口をいいます。)の金融商品取引業者等への売委託に基づく譲

渡、金融商品取引業者に対する譲渡その他一定の譲渡をした場合には、その上場株式等の譲渡による

上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額に対する税率は、15％(住民税は５％)の税率に代えて、７％

(住民税は３％)の軽減税率とすることとされていましたが、この軽減税率は、適用期限(平成 20年 12

月 31 日)をもって廃止することとされました(旧措法 37の 11①）。 

 

２ 平成 21年から平成 23年までの間の上場株式等に係る譲渡所得等に対する税率の特例措置 

居住者等が、平成 21年１月１日から平成 23年 12月 31日までの間に一定の上場株式等の譲渡をし

た場合には、その上場株式等の譲渡による上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額については、７％

(住民税は３％)の税率を適用することとされました(平成 21 年改正後の平成 20 年改正法附則 43②）。 

 

【参考】上場株式等の譲渡による所得に対する税率 

 
～平成 20年 12 月 31日 

平成 21年 1月 1日～ 
平成 23年 12月 31日 

平成 24年 1月 1日～ 

金融商品取引業者
等を通じた譲渡等 

10％ 
（所得税７％、住民税３％） 

 
〔旧措法 37 の 11〕 

10％ 
（所得税７％、住民税３％） 

 

平成 21年改正後の 
平成 20年改正法附則 43② 

20％ 
（所得税 15％、住民税５％） 

 

〔措法 37の 10〕 

 
上記以外の譲渡 

20％ 
        （所得税 15％、住民税 5％） 〔措法 37の 10〕 

  （注）上場株式等以外の株式等の譲渡による所得に対する税率は 20％(所得税 15％、住民税５％)

となります(措法 37の 10)。 
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第２ 特定口座内保管上場株式等の譲渡等に係る所得計算等の特例の改正 

１ 特定口座への上場株式等の配当等の受入れ 

特定口座(源泉徴収選択口座)において取り扱うことができる取引の範囲に、上場株式配当等受領委

任契約に基づく取引が追加され、源泉徴収選択口座に上場株式等の配当等を受け入れることが可能と

なりました(措法 37の 11の３③一）。 

なお、この改正は、平成 22 年 1 月 1 日以後に締結される上場株式配当等受領委任契約に係る源泉

徴収選択口座について適用されます(平成 20年改正法附則 44②)。 

 

２ 特定口座年間取引報告書の記載事項の追加等 

金融商品取引業者等は、その年において開設されていた特定口座がある場合には、「特定口座年間

取引報告書」を２通作成し、原則としてその年の翌年１月 31 日までに、１通をその金融商品取引業

者等の特定口座を開設する営業所の所在地の所轄税務署長に提出し、他の１通をその居住者等に交付

しなければならないこととされています(旧措法 37の 11の３⑦）。 

この「特定口座年間取引報告書」には、特定口座を開設した居住者等の氏名及び住所、その年中に

その特定口座において処理された上場株式等の譲渡の対価の額、その上場株式等の取得費の額その他

一定の事項が記載されますが、(上記１のとおり)平成 22 年１月１日以後源泉徴収選択口座への上場

株式等の配当等の受入れが可能となったことに伴い、「特定口座年間取引報告書」の記載事項に、そ

の源泉徴収選択口座に受け入れた上場株式等の配当等に関する事項が追加されました(措法 37 の 11

の３⑦、措規 18の 13の５②十～十三）。 

なお、平成 21 年 12 月 31 日以前に特定口座において処理された上場株式等の譲渡に係る報告書に

ついては、従前どおりとされます(平成 20年改正法附則 44③)。 

 

【参考】 平成 20年改正前(平成 21年分以前)及び平成 20年改正後(平成 22年分以後)の「特定口座年

間取引報告書」の様式については、次頁以降を参照して下さい(措規別表７⑴)。 
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【参考】 特定口座年間取引報告書(平成 21年分以前)  

 

平成  年分   特定口座年間取引報告書 

     税務署長殿                          平成   年   月   日

特 

定 

口 

座 

開 

設 

者 

住  所 

（居 所） 
 

フリガナ  

勘 定 の 種 類 １保管・２信用 

氏  名  

口座開設年月日 ・  ・ 

前回提出時の 

住所又は居所 
 生年月日 

明・大 

昭・平 
・   ・ 

源泉徴収の選択 １ 有・２ 無 

（譲渡の対価の支払状況） 

種   類 銘   柄 株 数 又 は 口 数 譲 渡 の 対 価 の 額 譲 渡 年 月 日 譲 渡 区 分 

  
株（口） 

 
千 円 

・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

（年間取引損益及び源泉徴収税額） 

 

源 泉 徴 収 税 額  
千 円 

長 短 等 区 分 

① 

譲渡の対価の 額  

（ 収 入 金 額 ）  

② 

取得費及び譲渡に  

要した費用の額等  

③ 差  引  金  額 

（差損益金額） 

（①－②） 

⑤ 

所  得  金  額 

 

 

一 般 上 場 

分 
 

千 円 

 

千 円 

 

千 円  千 円 

特 定 信 用 

分 
            

合    計             

金融商品取引業

者等 

所  在  地  

（摘要） 

名    称  
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【参考】 特定口座年間取引報告書(平成 22年分以後) 
 

平成  年分   特定口座年間取引報告書 

     税務署長殿                         平成   年   月   日 

特 

定 

口 

座 

開 

設 

者 

住 所 

(居 所) 

 フ リ ガ ナ  
勘 定 の 
種   類 

１ 保管  ２ 信用 

３ 配当 
氏 名 

 

 口 座 開 設 
年 月 日 ・ ・ 

前回提出 

時の住所 

又は居所 

 

生年月日 

明・大 
        ・    ・ 

昭・平 

 
源泉徴収の 
選   択 1 有  2 無 

 

（譲渡の対価の支払状況） 
 

種     類 
 

 
銘      柄 

 

 
株 数 又 は 口 数 

 

 
譲渡の対価の額 

 

 
譲渡年月日 

 
譲 渡 区 分 

  
株（口） 

 
 

 千 
 

円 
 
 

・  ・ 
 

      
・  ・ 

 

      
・  ・ 

 

 

 

 

     
・  ・ 

 

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・  

      ・  ・   

（譲渡に係る年間取引損益及び源泉徴収税額等） 

源 泉 徴 収 税 額  

（ 所 得 税 ）  

千 円 株式等譲渡所得割

額（ 住 民 税 ）  

千 円 

譲  渡  区  分 
①    譲渡の対価の額 

（ 収 入 金 額 ） 
②    取得費及び譲渡に 

要した費用の額等 

③  差引金額（譲渡所得等の金
額） 

（ ① ― ② ） 

 

上   場   分 
 

千 円 
 

千 円 
 

千 円 

特 定 信 用 分 
         

 合   計 
         

 

（配当等の交付状況） 

 
種   類 

 

 
銘   柄 

 

 
株数又は 
口数 

 

配 当 等 の 額 
（特別分配金の額） 

源泉徴収税額 
（所得税） 

配 当 割 額 
（住民税） 外国所得税の額 

交付年月日 
支払確定又は 
支払年月日 

  
株（口） 

 
 

 
 
 

千 
 

円 
 
 

 千 
 

円 
 
 

 千 
 

円 
 
 

 
 
 

千 
 

円 
 
 

・  ・ 
（  ・  ・  ） 

  

    
         ・  ・ 

（  ・  ・  ） 

  

 
            ・  ・ 

（  ・  ・  ） 

  

 
            ・  ・ 

（  ・  ・  ） 

  

 
            

・  ・ 
（  ・  ・  ） 

（配当等の額及び源泉徴収税額等） 
 

種     類 配 当 等 の 額 
源 泉 徴 収 税 額 
（ 所 得 税 ） 

配 当 割 額 
（ 住 民 税 ） 

特別分配金の額 外国所得税の額 

④株式、出資又は基金 
 千 

 
円 
 
 

 
 
 

千 
 

円 
 
 

 
 
 

千 
 

円 
 
 

  

⑤投資信託又は特定受
益証券発行信託  

  
        

 ⑥オープン型証券投資
信託  

  
      

 千 
 

円 
 
 

 

⑦国外株式、国外投資信
託等  

  
       

 
 
 

千 
 

円 
 
 

⑧合計（配当所得の金
額） 
（④＋⑤＋⑥＋⑦） 

 
  

       
  

   

⑨譲渡損失の金額 
 

  
  （摘要）  

⑩差引金額（⑧－⑨） 
 

  
   

⑪納付税額  
       

⑫還付税額（⑧－⑪）  
       

金融商品取引業

者等 

 所在地   

 名 称 
（電話） 
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第３ 特定口座内保管上場株式等の譲渡による所得等に対する源泉徴収等の特例の改正 

 

１ ７％軽減税率の廃止 

上場株式等に係る譲渡所得等の軽減税率が廃止されたことに伴い、源泉徴収選択口座において所得

税の源泉徴収及び還付の際に適用される７％(住民税は３％)の軽減税率についても、適用期限(平成

20 年 12 月 31 日)をもって廃止され、15％(住民税は５％)の税率を適用することとされました(措法

37の 11の４①③）。 

 

２ 平成 21年から平成 23年までの間における源泉徴収税率等の特例措置 

居住者等が、平成 21年１月１日から平成 23年 12月 31日までの間に一定の上場株式等の譲渡をし

た場合には、その上場株式等の譲渡による上場株式等に係る課税譲渡所得等の金額については７％

(住民税は３％)の税率を適用することとされたことに伴い(平成 21 年改正後の平成 20 年改正法附則

43②)、この期間内に生ずる源泉徴収選択口座における源泉徴収選択口座内調整所得金額に対する源

泉徴収税率及び還付の際の税率についても、７％(住民税は３％)を適用することとされました(平成

21年改正後の平成 20年改正法附則 45①②）。 

 

【参考】 源泉徴収選択口座内調整所得金額に対する源泉徴収税率及び還付の際の税率 

 
～平成 20年 12月 31日 

平成 21年 1月 1日～ 
平成 23年 12月 31 日 

平成 24年 1月 1日～ 

源泉徴収選択
口座内調整所
得金額に対す
る源泉徴収税
率及び還付の
際の税率 

 
10％ 

（所得税 7％、住民税 3％） 

 

旧措法 37の 11 の４ 
①②④⑤ 

 
10％ 

（所得税 7％、住民税 3％） 

 

平成 21年改正後の 
平成 20年改正法附則 45①② 

 
20％ 

（所得税 15％、住民税 5％） 

 

〔措法37の11の４①③〕 

 

３ 源泉徴収選択口座に係る特定口座年間取引報告書の提出不要の特例の廃止 

平成 21 年１月１日以後に源泉徴収選択口座において処理される上場株式等の譲渡に係る特定口座

年間取引報告書については、これまで設けられていた特定口座年間取引報告書の税務署への提出を不

要とする特例を廃止することとされました(旧措法 37の 11の４⑧)。 

したがって、金融商品取引業者等は、源泉徴収選択口座であっても、特定口座年間取引報告書の税

務署への提出が必要となります。 

なお、平成 20 年 12 月 31 日以前に源泉徴収選択口座において処理された上場株式等の譲渡に係る

特定口座年間取引報告書については、従前どおり、税務署への提出は不要とされます(平成 21年改正

後の平成 20年改正法附則 45③)。 

 

 

 


